
求める教員像
専門的な知識と幅広い教養を有し，教育に対する情熱と使命感をもち，健康な体と豊かな人間性を備えた知・
徳・体のバランスのとれた人材

出願期間
公開日　4月26日（水）
電子申請　5月8日（月）～5月26日（金）

試験日程

1次試験
　試験日　7月22日（土）　　合格発表日　8月10日（木）
2次試験
　試験日　8月24日（木）・25日（金）　　合格発表日　9月28日（木）

年齢制限 昭和49年4月2日以降に生まれた者。特例B-1，D-1，D-2対象者は，昭和39年4月2日以降に生まれた者

募集教科
［幼］　［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術，家庭，英語　［高］国語，地理・
歴史，数学，理科，美術，保健体育，家庭，英語，商業，工業（機械系・情報系・建築系），その他欠員が生じ
た教科　［特］　［養］　［栄］

特記事項

■特別選考　●障害者特別選考　1次の教職・一般，2次の集団面接を免除。
■特例　●特例A-1　スポーツ・芸術の分野において優秀な成績を収めた者は，1次の専門，実技を免除。●特
例A-2　［小］志願者で，英会話能力に優れ，規定の資格所有者は，1次の専門の成績に加点。●特例A-3　［小］

［中・高］英語［特］志願者で，英会話能力に優れ，規定の資格所有者は，1次の専門，2次の英語実技を免除。●
特例A-4　［幼・小・中・高・特］志願者で，規定の認定証等の取得者は，1次の教職・一般の成績に加点。●特例
B-1　名古屋市公立学校（園）に講師として任用され，平成30年度～令和5年5月31日に，任用期間が通算2
年以上ある者は，1次の教職・一般を免除。●特例B-2　［小・中・特・養］志願者で，名古屋市以外の国公立学校
に本務教諭として勤務しており，令和5年5月31日までに任用期間が通算2年以上ある者は，1次の教職・一般，
専門，実技を免除。●特例B-3　なごや教職インターンシップの活動において規定の基準を満たす者は，1次
の教職・一般，小論文の成績に加点。●特例B-4　［小・中・特・養］志願者で，名古屋市において，規定の活動実
績がある者は，1次の教職・一般の成績に加点。●特例C　［小・中］志願者で，大学院での修学を理由に一昨年
度又は昨年度の試験の合格を辞退し，要件を満たす者は，2次の個人面接のみ実施。●特例D-1　名古屋市公
立学校（園）に本務教諭として勤務し，平成29年3月31日以降に，介護を理由に退職した者は，2次の個人面接・
集団面接のみ実施。●特例D-2　名古屋市公立学校（園）に本務教諭として勤務し，令和3年3月31日以降に，
子育てを理由に退職した者は，2次の個人面接・集団面接のみ実施。●特例E　［小・中］志願者で特別支援学級
担当の希望がある者のうち，規定の免許状取得者は，1次の教職・一般の成績に加点。●特例F　［中］技術［高］
工業志願者で，在学する大学の学長等の推薦が得られ，要件を満たす者は，1次の教職・一般，専門，実技を免除。
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小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 5,175※
不登校（人） 1,326 2,630 －

▼︎�令和3年度　問題行動調査でのいじめの認知件数
と不登校児童・生徒数（市立学校）

▼︎�受験者数等推移
受験者数 採用予定者数

面　積 327 ㎢
人　口 2,325,682人
市の花 ユリ
市の木 クスノキ

※特別支援学校を含む

078 DEC. 2023



　〈教職教養〉の教育原理（特別支援教育，人権教育

等）のうち，特別支援教育では，「令和4年版 障害者

白書」（2022年）から拡大教科書など，障害のある児

童生徒が使用する教科用特定図書や学校教育法等の

改正によって使用可能となった学習者用デジタル教

科書の理解を問う問題が出題された。また，「小学校

学習指導要領解説」（2017年）および「中学校学習指

導要領解説」（2017年）から個別の教育支援計画の意

義，位置づけ，作成や活用上の留意点に関する問題の

ほか，発達障害者支援法の一部を改正する法律から

発達障害者の支援に関する問題も出題されている。人

権教育では，「第5次男女共同参画基本計画」（2020

年）の「第10分野　教育・メディア等を通じた男女双

方の意識改革，理解の促進」から同分野の基本認識に

関する問題が出題された。

　生徒指導では，「不登校児童生徒への支援の在り方

について（通知）」（2019年）の「不登校児童生徒が自

宅においてICT等を活用した学習活動を行った場合の

指導要録上の出欠の取扱いについて（別記2）」から

ICT等を活用した学習活動等の理解を問う問題がみら

れた。

　教育時事では「公立の小学校等の校長及び教員とし

ての資質の向上に関する指標の策定に関する指針」

（2022年）から改正への背景および趣旨に関する問題

と教員の資質向上に関する指標の対象となる5つの事

項の理解を問う問題が出題されている。

　教育法規では，新法であるこども基本法の第3条（基

本理念）から「基本的人権」や「意見を表明する機会」

等の語句を問う問題が出題された。

　〈一般教養〉のうち，人文科学では例年，国語（現代

文読解）と英語（単語，文章読解）を中心とした出題と

なっており，今年度も同じような傾向であった。社会

科学では例年，倫理，時事以外の分野から出題されて

いるが，今年度は日本史，地理，政治，経済からの出

題となった。自然科学では例年，理科全般から幅広く

出題されており，今年度もこれらの傾向に大きな違い

はみられなかった。

▶幅広い領域から出題される特別支援教育
▶政策資料の理解が問われる人権教育
▶人文科学は国語（現代文読解）と英語（単語，文章読解）

2024年度（2023年実施） 筆記試験DATA
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